
事 業 概 況 （平成 30年 4月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成30年 4月末現在における保険給付支払総額は913億円で、前年同期に比べて

0.8％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が573億円で62.7％と最も大きく、次いで療養補償給付

が221億円で24.2％を占めている。以下、休業補償給付が8.9％、障害補償一時金が2.4％、遺族補償一時金が0.8％、介

護補償給付が0.7％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が29.2％増、障害補償一時金が19.5％増、

葬祭料が19.0％増、二次健康診断等給付が10.6％増、療養補償給付が4.7％増、休業補償給付が4.6％増、介護補償給付

が0.2％増となっているのに対し、年金等給付が2.0％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 90,601,450 100.0 1.2 △    91,322,005 100.0 0.8

療 養 補 償 給 付 21,091,424 23.3 1.3 22,092,155 24.2 4.7

休 業 補 償 給 付 7,811,925 8.6 2.5 △    8,171,292 8.9 4.6

障 害 補 償 一 時 金 1,845,881 2.0 6.8 △    2,205,213 2.4 19.5

遺 族 補 償 一 時 金 531,163 0.6 23.0 △   686,150 0.8 29.2

葬 祭 料 138,949 0.2 9.0 △    165,312 0.2 19.0

介 護 補 償 給 付 621,045 0.7 3.4 △    622,137 0.7 0.2

年 金 等 給 付 58,481,319 64.5 1.5 △    57,291,544 62.7 2.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 79,743 0.1 2.7 88,202 0.1 10.6

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成29年度　29年4月末 平成30年度　30年4月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が266億円で29.1％、「その他の事業」が256億円で28.0％、

「製造業」が231億円で25.3％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が4.1％、「林業」が1.8％、「船舶所

有者の事業」及び「漁業」がそれぞれ0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が6.3％増、「運輸業」が1.0％増となっている

のに対し、「鉱業」が6.5％減、「林業」が2.9％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が2.4％減、「建設事業」が1.3％

減、「製造業」が0.9％減、「漁業」が0.5％減、「船舶所有者の事業」が0.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 90,601,450 100.0 1.2 △    91,322,005 100.0 0.8

林 業 1,675,919 1.8 4.2 △    1,627,697 1.8 2.9 △    

漁 業 325,140 0.4 9.9 △    323,458 0.4 0.5 △    

鉱 業 4,046,249 4.5 3.9 △    3,783,622 4.1 6.5 △    

建 設 事 業 26,948,140 29.7 1.7 △    26,585,191 29.1 1.3 △    

製 造 業 23,301,909 25.7 2.8 △    23,099,445 25.3 0.9 △    

運 輸 業 9,636,451 10.6 1.1 △    9,730,196 10.7 1.0

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
228,646 0.3 1.6 △    223,067 0.2 2.4 △    

そ の 他 の 事 業 24,103,890 26.6 1.6 25,614,976 28.0 6.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 335,105 0.4 4.5 334,354 0.4 0.2 △    

平成29年度　29年4月末 平成30年度　30年4月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況
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年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が317億円で55.3％と最も大きく、次いで障害補償

年金が221億円で38.5％、傷病補償年金が35億円で6.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が189億円で33.0％、「製造業」が164億円で28.7％、「そ

の他の事業」が111億円で19.5％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が5.3％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成30年度　30年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 22,085,632 31,707,210 3,498,702 57,291,544 100.0

林 業 316,802 727,069 37,294 1,081,165 1.9

漁 業 58,424 188,474 8,404 255,303 0.4

鉱 業 284,753 2,186,896 539,520 3,011,169 5.3

建 設 事 業 6,172,142 11,451,015 1,298,207 18,921,364 33.0

製 造 業 8,220,231 7,553,106 676,460 16,449,797 28.7

運 輸 業 2,324,910 3,559,900 262,414 6,147,224 10.7

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
38,090 115,552 8,009 161,652 0.3

そ の 他 の 事 業 4,638,553 5,845,718 664,729 11,149,001 19.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 31,726 79,479 3,665 114,870 0.2

構 成 比 38.5% 55.3% 6.1% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成30年 4月末現在における保険料徴収決定済額は386億円で、前年同期に比べ

て1.4％増となっている。保険料収納済額は23億円で、前年同期に比べて8.9％減となっている。また、収納率について

みると6.0％となっており、前年同期に比べて0.7ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が312億円で80.7％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 33 億円で 8.6％、「製造業」が 18 億円で 4.7％を占めている。以下、「運輸業」が 4.3％、「船舶所有者の事業」及

び「鉱業」がそれぞれ0.6％、「林業」が0.4％、「漁業」が0.1％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.0％となっ

ている。（第４表） 

 

区　分　

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

　業　種 29年4月末 30年4月末 29年4月末 30年4月末 29年4月末 30年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 38,082,084 38,599,989 100.0 1.4 2,546,483 2,319,185 100.0 8.9 △   6.7 6.0

林 業 157,584 160,748 0.4 2.0 25,968 38,100 1.6 46.7 16.5 23.7

漁 業 81,065 54,932 0.1 32.2 △  629 919 0.0 46.1 0.8 1.7

鉱 業 234,828 227,437 0.6 3.1 △   439 403 0.0 8.2 △   0.2 0.2

建 設 事 業 29,676,979 31,155,251 80.7 5.0 2,297,212 2,075,281 89.5 9.7 △   7.7 6.7

製 造 業 1,958,790 1,795,304 4.7 8.3 △   39,305 33,569 1.4 14.6 △  2.0 1.9

運 輸 業 1,978,036 1,641,940 4.3 17.0 △  38,346 23,521 1.0 38.7 △  1.9 1.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
571 444 0.0 22.2 △  4 55 0.0 1,275.0 0.7 12.4

そ の 他 の 事 業 3,581,507 3,329,421 8.6 7.0 △   141,635 144,091 6.2 1.7 4.0 4.3

船舶所有者の 事業 412,723 234,512 0.6 43.2 △  2,945 3,246 0.1 10.2 0.7 1.4

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

 


